
上越市フリースクール等利用支援補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、不登校の児童及び生徒の学校への復帰及び社会的自立を支援するため、

フリースクール等を利用する児童及び生徒の保護者に対し、予算の範囲内で交付する補助

金の交付に関し、上越市補助金交付規則（昭和４６年上越市規則第５６号）に定めるもの

のほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「フリースクール等」とは、不登校の児童又は生徒の保護者、児

童又は生徒が通学する小学校又は中学校（中等教育学校の前期課程を含む。以下同じ。）

の校長（以下「校長」という。）及び教育委員会が協議し、教育委員会が利用を認めた施

設であって、校長が当該施設において児童又は生徒に対し行われる指導内容を考慮し、学

校教育法施行規則（昭和２２年文部省令第１１号）第２４条第１項に規定する指導要録上

不登校の児童又は生徒が通学する小学校又は中学校の出席扱いとすることができるものを

いう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる人は、フリースクール等を利用する児童又は生

徒の保護者のうち、本市の区域内に住所を有し、小学校又は中学校に通学する児童又は生

徒の保護者であって、次の各号のいずれかの世帯に属するものとする。 

⑴ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護を受けている人（保護が

停止されている人を含む。）の属する世帯 

⑵ 児童又は生徒の保護者及び当該保護者と同一世帯に属する人の当該年度（フリースク

ール等を利用する日の属する年度。当該利用する日が４月から８月までの場合にあって

は、前年度）分の都道府県民税及び市町村民税の所得割の課税額の合計額が５０万  

７，０００円未満である世帯 

⑶ その他市長が必要と認める世帯 

（補助対象経費） 

第４条 補助金の交付の対象となる経費は、次に掲げる経費とする。 

⑴ 利用開始時負担経費（次に掲げる費用の区分に応じ、次に定める経費に限る。） 

ア 入学費 フリースクール等の利用開始に係る経費 

イ 入寮費 フリースクール等の寮の利用開始に係る経費 

⑵ 毎月負担経費（次に掲げる費用の区分に応じ、次に定める経費に限る。） 

ア 学習費 フリースクール等の利用に係る経費 



イ 寮費 フリースクール等の寮の利用に係る経費 

ウ 食費 フリースクール等から提供される食事に係る経費 

⑶ 体験利用費（フリースクール等の体験利用に係る費用をいう。以下同じ。） 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、前条各号に掲げる経費ごとに保護者が負担した額に２分の１を乗じ

て得た額（当該額に１，０００円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）と

し、別表に掲げる経費の区分に応じ、同表限度額の欄に定める額を限度とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、月の途中にフリースクール等の利用を開始し、又は利用を終

了したときは、当該利用を開始した日又は利用を終了した日の属する月に係る前条第２号

に掲げる経費に対する補助金の額は、別表に掲げる限度額を当該月の日数で除して得た額

に同月における利用した日数を乗じて得た額（当該額に１円未満の端数があるときは、当

該端数を切り捨てた額）を限度とする。 

３ 前条第１号に掲げる経費に係る補助金の交付は、フリースクール等の利用を開始する年

度に限り１回までとする。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする人は、上越市フリースクール等利用支援補助金交付

申請書（第１号様式）に次に掲げる書類（上越市立小学校又は中学校に通学する児童又は

生徒の保護者にあっては、第２号に掲げる書類に限る。）を添えて市長に提出しなければ

ならない。 

⑴ 上越市フリースクール等利用支援補助金の交付の申請について（副申）（第２号様式） 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の申請書は、フリースクール等の利用決定後速やかに提出するものとする。ただし、

利用を開始する日の属する年度の翌年度以後は、毎年度４月中に提出するものとする。 

（交付決定） 

第７条 市長は、前条第１項の申請書の提出があったときは、これを審査し、補助金の交付 

決定 
の可否を決定したときは、上越市フリースクール等利用支援補助金交付  通知書（第３ 

却下 

号様式）により通知するものとする。 

（交付の時期） 

第８条 補助金の交付の時期は、次の各号に掲げる補助対象経費の区分に応じ、当該各号に

定める月とする。 

⑴ 利用開始時負担経費 利用を開始した日の属する月の翌月 

⑵ 毎月負担経費 ８月、１２月及び３月（交付を申請した日が属する月にあっては、そ



の翌月） 

⑶ 体験利用費 体験利用をした日（体験利用をした日が１日を超えるときは、最後に体

験利用をした日）の属する月の翌月 

（変更の届出） 

第９条 交付の決定を受けた保護者（以下「交付決定者」という。）は、上越市フリースク

ール等利用支援補助金交付申請書（第１号様式）に記載した事項に変更があったときは、

速やかに上越市フリースクール等利用支援補助金交付申請書記載事項変更届（第４号様式）

により市長に届け出なければならない。 

（実績報告） 

第１０条 交付決定者は、児童又は生徒がフリースクール等の利用を終了したときは、上越

市フリースクール等利用実績報告書（第５号様式）を市長に提出しなければならない。 

（交付の取消し等） 

第１１条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の

交付決定を取り消し、補助金の交付を停止し、又は交付した補助金の全部若しくは一部を

返還させることができる。 

⑴ 第３条に規定する要件に該当しなくなったとき。 

⑵ その他市長が不適当であると認めるとき。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和３年６月１５日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和４年９月１日から実施する。 

附 則 

この要綱は、令和５年４月１日から実施する。 

  附 則 

（実施期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から実施する。  

 （適用区分） 

２ この要綱の実施の際現に交付され、又は保有している改正前の第１号様式、第３号様式



及び第５号様式は、当分の間、適宜、適切な修正を加えて、改正後の第１号様式、第３号

様式及び第５号様式に相当する様式として使用することができる。 

 

別表（第５条関係） 

区 分 
限 度 額 

単 位 児童の保護者 生徒の保護者 

利用開始

時 負 担 

経 費 

入 学 費 １回 ７５，０００円 １００，０００円 

入 寮 費 １回 ５０，０００円 ５０，０００円 

毎 月 

負 担 

経 費 

学 習 費 月額 ２０，０００円 ２２，５００円 

寮 費 月額 ７，５００円 ７，５００円 

食 費 月額 １７，５００円 ２０，０００円 

体 験 利 用 費 日額 ３，０００円 ３，０００円 



第１号様式（第６条、第９条関係） 

上越市フリースクール等利用支援補助金交付申請書 

年  月  日 

（宛先）上越市長 

申 請 者  住  所 

（保護者）  氏  名            

電話番号 

 

次のとおり上越市フリースクール等利用支援補助金の交付を申請します。 

 

１ 児童又は生徒の氏名等 

ふ り が な 

氏 名  

学 校 学 年           学校  第  学年  組 

２ 利用する施設の状況 

利 用 施 設 名  

施 設 の 所 在 地  

利 用 予 定 期 間      年  月  日から    年  月  日まで 

交 付 申 請 額                           円 

交 

付 

申 

請 

額 

の 

内 

訳 

入 学 費                           円 

入 寮 費                           円 

学 習 費 月額     円（Ａ）   月分（Ｂ） 
計       円 
（Ｃ）＝（Ａ）×（Ｂ） 

寮 費 月額     円（Ａ）   月分（Ｂ） 
計       円 
（Ｃ）＝（Ａ）×（Ｂ） 

食 費 月額     円（Ａ）   月分（Ｂ） 
計       円 
（Ｃ）＝（Ａ）×（Ｂ） 

体 験 利 用 費 日額     円（Ａ）   日分（Ｂ） 
計       円 
（Ｃ）＝（Ａ）×（Ｂ） 

 

（署名又は記名押印） 



３ 施設による申請額の証明欄 

 上記のとおり相違ないことを証明します。 

      年   月   日 

施設の名称 

代表者氏名           ㊞ 

４ 世帯状況（本人、父、母、その他の順で記載してください。） 

児童

生徒

との

続柄 

氏 名 住 所 
職 業 又 は 

学 校 名 等 

都道府県民税及び市

町村民税の課税状況 

※ 市記入欄 

均等割額 所得割額 

本人    ― ― 

      

      

      

      

      

申 請 の 理 由 
（該当する番号に○を付けて

ください。） 

⑴ 生活保護法の規定による保護を受けている人の属する世帯 

⑵ 児童又は生徒の保護者及び当該保護者と同一世帯に属する人の当

該年度（フリースクール等を利用する日の属する年度。当該利用す

る日が４月から８月までの場合にあっては、前年度）分の都道府県

民税及び市町村民税の所得割の課税額の合計額が５０万７，０００

円未満である世帯 

⑶ その他市長が必要と認める世帯 

５ 個人情報の取扱いに関する同意欄 

上越市フリースクール等利用支援補助金の交付の可否の審査のため、      課

の職員が私及び私の世帯員の都道府県民税及び市町村民税の課税状況並びに生活保護の

実施状況について確認することを承諾します。 

 

（申請者）氏名              
 

備考 課税状況及び生活保護の実施状況の確認を承諾しない場合又は本市が保有する情報

で確認できない場合は、都道府県民税及び市町村民税の課税証明書等を添付してくださ

い。 

６ 口座名義（申請者の口座情報を記入してください。） 

振 込 先 
銀行・信金              支店 

農協・信組              支所 

フリガナ  

口座番号 
普通 

当座 
       

口 座 名 義  

 

（署名又は記名押印） 



第２号様式（第６条関係） 

年  月  日 

 

（宛先）上越市長 

 

学校名 

学校長          ㊞ 

 

 

上越市フリースクール等利用支援補助金の交付の申請について（副申） 

 

別紙の児童生徒について、当校に在籍していることを証明し、補助金の交付の申請につい

て副申します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第３号様式（第７条関係） 

決定 
上越市フリースクール等利用支援補助金交付  通知書 

却下 

 

第     号 

年  月  日 

 

               様 

 

上越市長             

 

年  月  日付けで申請のあった上越市フリースクール等利用支援補助金の交 

と お り 決 定 
付については、次の       したので通知します。 

理由により却下 

児 童 生 徒 氏 名  

学 校 学 年             学校  第  学年  組 

利 用 施 設 名  

交 付 対 象 期 間       年  月  日から    年  月  日まで 

交 付 決 定 額                円 

内 
 
 

訳 

入 学 費                円 

入 寮 費             円 

学 習 費                円 

寮 費                円 

食 費                円 

体 験 利 用 費                円 

却 下 の 理 由 

 



第４号様式（第９条関係） 

 

上越市フリースクール等利用支援補助金交付申請書記載事項変更届 

年  月  日 

 

（宛先）上越市長 

届 出 者  住  所 

（保護者）  氏  名            

電話番号 

 

次のとおり変更があったので届け出ます。 

児 童 生 徒 氏 名  

学 校 学 年          学校  第  学年  組 

変 更 年 月 日         年   月   日 

変 更 事 項 

変 更 前  

変 更 後  

理 由  

 

 

（署名又は記名押印） 



第５号様式（第１０条関係） 

 

上越市フリースクール等利用実績報告書 

 

年  月  日 

（宛先）上越市長 

 

申 請 者  住  所 

（保護者）  氏  名            

電話番号 

 

次のとおり利用を終了したので報告します。 

児 童 生 徒 氏 名  

学 校 学 年             学校  第  学年  組 

利 用 施 設 名  

利 用 期 間       年  月  日から    年  月  日まで 

利 用 後 の 進 路 

 

 

（署名又は記名押印） 


